
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

500

福祉総務課長
島崎　修

432

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 427

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（実行委員会形式 ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

453

□ □ ■ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

1,900

福祉総務課長
島崎　修

1,855

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

■ 該当 ■ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1,903

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1,884

■ □ ■ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

170,000

福祉総務課長
島崎　修

161,830

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 171,063

事業
形態

□ □ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成24年度）
増加を目
指す指標

152,442

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

1,600

福祉総務課長
島崎　修

1,537

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2,065

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1,592

高齢者福祉の推進

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名健康で幸せにすごせるまち 08-02施策番号・名 08 交流の場と安全の確保

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
事務事業

番号
事務事業の概要 事務事業の目的

（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

努力義務的
(法律・政令等)

終期

①市民
②老人福祉センター部分は満
60歳以上の市内在住の利用者
証交付者。

給付
事業

該当

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

（国）老人福祉法
（市）平成27年度東久留米市高齢者とともに進める生きがい健康づくり市民会議補助金交
付要綱

廃止予定
の有無

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

5,542 4,084 1,198

4,054 1,194　 5,541

平成23年度から平成27年度ま
で、単独地区センターは社会
福祉協議会が、地域センター
内３地区センターは特定非営
利活動法人ワーカーズコープ
が、指定管理者として管理運
営した。

2,400

2,512

2,470

市内に在住する元気高齢者

元気高齢者の活動の場を提供
してもらい生きがいを持って
もらう。

6

6

6

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

（国）老人福祉法
（国）老人憩いの家の設置について
（市）東久留米市地区センター条例及び同施行規則

指定管理制度を導入すること
で、民間活力を導入し、地域
交流の場として、①会議室の
貸出し②高齢者の社交場③地
域の情報提供　を図る。

58,232 444

1,691 57,979 441

705 58,288 436

外部評価

指定
管理

補助
金

1,778400 400 978

400

横出し

対象 外部評価

政策的

横出し

補助
金

①趣味やスポーツなどのサー
クル活動、地域の清掃などの
ボランティア活動、老人ホー
ム等の施設訪問とその手伝
い。
②芸能、スポーツ等を主催、
世代間交流の大会の実施、広
報活動等に対して補助

老人クラブ及び老人クラブ連
合会

高齢者が地域で生きがいを
持って生活できる。

28

28

28

（国）老人福祉法
（都）平成27年度老人クラブ助成事業補助金
（都）平成27年度東京都高齢社会対策区市町村包括補助事業要綱
（市）平成27年度東久留米市老人クラブ補助金交付要綱

廃止予定
の有無

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

38 203 446

　

3

3

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ 横出し

行政
補完的

長寿者への敬意を表する。

市と社会福祉協議会の共催に
より、年1回老人週間中の事
業として生涯学習センターで
開催する。

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

3 46 266

地区センター管理
事業

08-02-01

福祉総務課
高齢者福祉係

08-02-02

敬老大会事業

福祉総務課
高齢者福祉係

老人クラブ事業

08-02-03

福祉総務課
高齢者福祉係

400

367 367 897

29年度の方向性 現状維持

800 296,333

説明：平成２４年度より、財源確保のた
め東京都高齢社会対策区市町村補助事業
として採択されており、業務フローに改
善の余地は無い。

総合評価（課題・方向性）：東京都の
高齢包括補助事業の対象事業として採
択されているが、その可否が今後の事
業の在り方を決める目安となる。

事業
内容
・

活動
手段 事業参加

人数(人)

効率性 3 達成度 　

説明：柱立ての事情数は前年度と同様で
あるが、参加者の減少が見られた。

734 1,631 271,833

1,778 296,333

平成24年度から市単独事業を都補助事
業としている。　会の自主運営によ
り、①主要7事業（さわやかスポー
ツ、久留米を知ろう、カラオケ、ダン
ス、作品展、作品づくり、講演会）②
参加２事業（まつり）③定例会、研修
等の活動に対して補助

978

生きがい健康の会
事業

08-02-04

福祉総務課
高齢者福祉係

達成度 　

説明：利用者が今後伸びるよう、管理し
ている指定管理者の運営に期待したい。

目的
・

意図 58,993 59,429 24,762

59,670

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

根拠
法令
等

対象

事業実施
数(件)

800

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

行政
補完的

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

根拠
法令
等

対象

年間開館
数(日)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象

自主的
(条例・規則等)

行政
補完的

上乗せ

現状維持

60,022 60,466 24,480

説明：プロポーザル方式により選定され
た事業者が地区センターの管理を行って
おり、業務フローに改善の余地は無い。
引き続き指定管理者制度で運営してい
く。

総合評価（課題・方向性）：利用者全
体の延べ人数は伸びているが、高齢者
に特化した老人福祉センターの活用方
法が課題である。また、建物及び施設
の老朽化による修繕が発生しており、
適切な管理が求められる。事業

内容
・

活動
手段

利用者延
べ人数
(人)

60,111 23,930

効率性 3

業務フローに改
善の余地がある 　

1,790

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

終期

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

 直営
（委託無）

財政健全経営計画
実行プラン

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性

5,539 　 4,016 1,189　

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　 現状維持

9,626 10,824 386,571

説明：老人クラブ連合会を中心として２
７単位老人クラブが自主的かつ機能的に
活動しており、改善の余地は無い。

総合評価（課題・方向性）：地域で活
動する受け皿として有用であり、新た
な老人クラブの立上げの動きもあるた
め、団体増強を支援していく。

事業
内容
・

活動
手段 会員数

(人)

効率性 3 達成度 　

説明：各老人クラブの会計処理が電子化
されるに伴ない、市の審査事務の効率性
が図られている。

9,555

対象

補助金交
付団体数
(人) 9,595

目的
・

意図 10,744 383,714

10,789 385,321

根拠
法令
等

対象

実行委員
会開催件
数(回)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性

29年度の方向性

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

（国）老人福祉法
（都）平成27年度東京都高齢社会対策区市町村包括補助事業要綱
（市）東久留米市いきいき長寿大会実施要綱

満75歳以上の、住民基本台帳
に記載のある市民

577

50 270

現状維持

312 889 296,333

説明：実施要綱に基づき、市民参加形式
で、１部式典は市と社協により、２部ア
トラクションは市民団体による運営方法
が定着しており、改善の余地は無い。

総合評価（課題・方向性）：２部のア
トラクションの内容を常に工夫する必
要がある。

事業
内容
・

活動
手段 大会参加

人数(人)
912 304,000

効率性 3 達成度 　

説明：市と社会福祉協議会と市民が協同
で開催することで、事業周知が図られる
だけでなく、経費の削減にもなってい
る。

目的
・

意図 241 687 229,000

320 592

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

高齢者福祉の推進

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名健康で幸せにすごせるまち 08-02施策番号・名 08 交流の場と安全の確保

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
事務事業

番号
事務事業の概要 事務事業の目的

（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

3

福祉総務課長
島崎　修

2

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

2

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

福祉総務課長
島崎　修

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

0 0

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

（国）建築基準法
（国）平成27年度社会資本整備総合交付金交付要綱
（市）東久留米市耐震改修促進計画

　新耐震基準以前の建築物に
対し、耐震診断調査を行い基
準値の調査を行う。

　昭和56年6月1日以前の建築
物で、新耐震基準を満たさな
いもの。

　業者に耐震診断調査業務を
委託し、評定を取得した報告
書を受ける。

1 421

対象

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

行政
補完的

1

福祉総務課
高齢者福祉係

旧下里幼稚園耐震
診断調査委託

根拠
法令
等

福祉総務課
高齢者福祉係

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

空調設備は、施設運営するう
えで必置のため、老朽化する
施設を効率的に更新する必要
がる。

浅間町地区センターは、平成
54年に竣工し、空調設備もこ
れまで電気機器とガス機器と
混合して設置してきたもの
を、全機器の老朽化により、
全機器ガス化に更新する。

1

0

浅間町地区センター
平成27年10月17日

11,988 500

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成27年12月18日

外部評価

0 #DIV/0!

08-02-05

業務フローに改
善の余地がある 　

事業
内容
・

活動
手段

適正に管
理できた
割合(％)

08-02-06

根拠
法令
等

対象

大規模修
繕をした
施設(件)

地区センター空調
設備更新工事

0

一部
委託

指定
管理

補助
金

（国）老人福祉法
（市）東久留米市地区センター条例及び同施行規則

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

5,775
財政健全経営計画

実行プラン
対象

0

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 その他

11,988 12,488 12,488,000

説明：全空調設備を更新改修した。平成
27年度に業務が完了しており、業務フ
ローに改善の余地は無い。

総合評価（課題・方向性）：他の地区
センターの補修箇所も調査の上、適切
な対応を図る必要がある。

効率性 3 達成度 　

説明：平成26年度は大規模修繕が無かっ
た。

※「平成26年度単位当たりコスト」が算
出できないため、中庸値として「3」を入
れた。

6,275 6,275,0005,775 500

上乗せ 横出し

250

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

843

0
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

2

耐震診断
調査の実
施数
（件）廃止予定

の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

1,264 1,514 1,514,000

説明：調査により、IS値が基準を下回っ
たものの、具体的な対応方法が明らかで
あり、業務フローに改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：平成28年
度に耐震補強工事実施設計と耐震工事
補強工事を行い耐震化事業を完了させ
る。

事業
内容
・

活動
手段

耐震化完
備の数
(件)

0 #DIV/0!

効率性 3 達成度 　

説明：前年度比での比較はできないが、
耐震補強工事実施設計と耐震補強工事が
次年度内で同時に行うことで効率性を確
保できる。

※「平成26年度単位当たりコスト」が算
出できないため、中庸値として「3」を入
れた。

目的
・

意図

0 0

29年度の方向性 その他

東久留米市


